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職員の給与は職務の内容、民間企業との比較、国や他の市町村�
とのバランスを考慮し、条例で定められています。�

●職員の給与�
　毎月決まって支給される給料と勤務実績に応じて支給される時間
外手当や臨時に支給される賞与（ボーナス）などの手当があります。�

●毎月決まって支給されるもの�
　◆給　　料　職務の種類に応じ給料表に定める額（基本給）�
　◆扶養手当　扶養親族のある職員に対して支給�
　◆住居手当　借家などに居住し家賃を支払っている職員や、持家
　　　　　　　に居住している職員に対し支給�
　◆通勤手当　バス、乗用車などで通勤する職員に対して支給　�

●実績に応じて支給されるもの�
　◆時間外手当　通常の勤務時間を超えて勤務をしたときに支給�
　◆休日勤務手当　勤務を要しない日（土、日及び祝日）に勤務した
　　　　　　　　　ときに支給�
　◆夜間勤務手当　正規の勤務時間として夜間に勤務したときに支給�
　◆特殊勤務手当　著しく危険、不快、不健康又は困難その他の著し
　　　　　　　　　く特殊な勤務に従事したときに支給�

●臨時に支給されるもの�
　◆期末勤勉手当　民間企業のボーナスに相当する手当�
　◆退 職 手 当　職員が退職するときに支給�

注「平均給料月額」とは、18年4月1日現在における基本給の平均です。�
　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、通勤手当、時
　間外手当などの諸手当の額を合計したものです。一般行政職うち上段は、これら全ての
　諸手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。�
　また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外手当、特殊勤務手当等の手当が含ま
　れていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。�

注 ラスパイレス指数とは、一般行政職の地方公務員と国家公務員の給与水準を国家公務 
　 員の構成を基準として学歴別、経験年数別に平均給与額を比較し、国家公務員の給与
　  を100とした場合の地方公務員の給与水準を示したものです。�

注　給与費は当初予算に計上された額です。職員手当には退職手当を含みません。�
　　職員数は予算計上時の数値であり、平成18年4月1日の実数とは一致しません。�

注　人件費には特別職に支給する給料、報酬など含がまれています。�

注　給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。�
　　標準的な職務内容とは、それぞれの級に核当する代表的な職務である。�

⑤職員の初任給の状況�

②人件費の状況�

①人件費の状況�

③ラスパイレス指数の状況�

（17年度普通会計決算）�

（18年度普通会計予算）�

④ 職員の給料月額・給与月額・年齢状況�（平成18年4月1日現在）�

（平成18年4月1日現在）�

（平成18年4月1日現在）�

⑥ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況�（平成18年4月1日現在）�

⑦一般行政職の級別職員数の状況�（平成18年4月1日現在）�

⑨退職手当�

⑩特殊勤務手当�

（平成18年4月1日現在）�

（平成18年4月1日現在）�

⑧期末手当・勤勉手当� （平成18年4月1日現在）�
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対馬市� 県内市平均�全国市平均�

区　分�

区　分�

区　分�

区　分�

区　分�
対馬市�

自己都合� 勧奨・定年� 自己都合� 勧奨・定年�

国の制度�

支給率�

手当の名称�

税務手当�

感染症等防疫作業手当�

犬猫等死体処理作業手当�

行路病人・死亡人取扱作業手当�

機械操作手当�

廃棄物処理業務手当�

介護手当�

消防業務手当�

火災等出勤手当�

救急出動手当�

感染症搬送手当�

社会福祉業務手当�

支給実績（平成17年度決算）�

支給職員1人当たり平均支給年額（平成17年度決算）�

�

支給対象業務及び職員�

市税等の徴収、滞納処分に従事した職員�

犬猫等の死体処理業務に従事した職員�

廃棄物処理業務に従事する職員�

消防署等に夜間勤務する職員�

救急業務に従事した職員�

感染症患者等の救護、消毒又は伝染病菌を有する�
家畜の防疫作業に従事した職員�

行旅死亡人、漂流死体及び身寄りのない者等の�
死亡の処理に従事した職員�

庁舎内のボイラー及び冷凍機の運転業務に従事�
する職員�

特別養護老人ホームに勤務し、入所者の介護に�
従事する介護職員�

水火災、その他の災害又は警戒のため出勤した�
職員�

感染症患者又は感染症の疑いのある患者の搬送�
に従事した職員�

福祉に関する業務に従事する現業職員及び査察�
指導業務に従事する職員�

支給単価�

1日　　500円�

1日　3,000円�

1件　   500円�

1日　6,000円�

  月　4,000円�

  月　5,000円�

  月　5,000円�

1夜　   400円�

1回　   300円�

1回　   200円�

1回　   300円�

  月　5,000円�

�

勤続20年� 23.50月分�

33.50月分�

47.50月分�
59.28月分�

30.55月分�

41.34月分�

59.28月分�
59.28月分�

23.50月分�

33.50月分�

47.50月分�
59.28月分�

30.55月分�

41.34月分�

59.28月分�
59.28月分�

勤続25年�

勤続35年�

最高限度額�

その他の加算� 定年早期退職特例措置として2％～20％の加算� 定年早期退職特例措置として2％～20％の加算�

1人当たりの平均支給額（17年度）� 23,395千円� ー�

国の制度�

歳出額�
（A）�

職員数�
（A）�

1人当たり�
給与費�
（B/A）�

694人�

人件費�
（B）�

給料�

区　分�
平均年齢�

43.7歳� 348,100円�
398,652円�

386,006円�

346,100円�361,106円�50.7歳�

40.4歳� 328,477円�381,212円�

286,500円�318,595円�48.4歳�

平均給料月額�平均給与月額�平均年齢�平均給料月額�平均給与月額�

対馬市� 国�

一般行政職�

技能労務職�

職員手当� 計（B）�期末勤勉手当�

給　与　費�

38,951人� 18.6％�34,572,185千円�

2,951,092千円� 4,562,932千円� 6,575千円�395,139千円� 1,216,701千円�

（参考）�
16年度の人件責費率�

19.0％�6,439,733千円�

人件費率�
（B/A）�

住民基本台帳人口�
平成18年3月末現在�

同じ�

6月期� 1.40月分�

1.60月分�

3.00月分�

役職加算　5％～15％� 役職加算 5％～20％　管理職加算 10％～25％�

職制上の階段、職務の級等による加算措置� 職制上の段階、職務の級等による加算措置�

0.725月分�

0.725月分�

1.45月分�計�

12月期�

加算措置の状況�

支給割合�

対馬市�

期末手当� 勤勉手当�

職員数� 構成率�標準的な職務の内容�

合　計�

6級�

5級�

4級�

3級�

2級�

1級�

70人�

134人�

84人�

103人�

67人�

19人�

477人�

14.7％�

28.1％�

17.6％�

21.6％�

14.0％�

4.0％�

100.0％�

部長、局長、理事、支所長、課長�

課長、主幹、参事�

副参事、課長補佐�

主任、係長�

主事、技師�

主事、技師�

経年数10年� 経年数15年� 経年数20年�

一般行政職大学卒�

一般行政職�

一般行政職高校卒�

技能労務職�

技能労務職�

対馬市�

初任給�

�170,200円�

138,400円�

134,000円�

�

244,600円�

198,000円�

198,000円�

�

297,900円�

252,600円�

244,600円�

�

352,800円�

297,900円�

283,200円�

�

183,800円�

148,000円�

142,800円�

�

170,200円�

138,400円�
-       

183,800円�

148,000円�
-       

大学卒�

高校卒�

高校卒�

2年後の給料� 初任給� 2年後の給料�

国� 市職員の給与状況�

9,199千円�

59千円�

％�
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⑪時間外手当�⑮管理職手当�

⑯特別職の報酬等の状況�

⑰職員数の状況�

⑫扶養手当�

⑬住居手当�

⑭通勤手当�

（平成18年4月1日現在）�

（平成18年4月1日現在）�

（平成18年4月1日現在）�

（平成18年4月1日現在）�

支給実績（平成17年度決算）�対　馬　市�

区　分�

一
般
行
政
部
門�

特
別
行
政
部
門�

公
営
企
業
等
会
計
部
門�

主な増減理由�

支所組織機構改革�

業務増�

業務増�

組織機構改革による事務の統廃合�

組織機構改革による事務の統廃合�

組織機構改革による事務の統廃合�

組織機構改革による事務の統廃合�

地域包括支援業務増�

区　分�

議会�

総務�

税務�

民生�

衛生�

労働�

農林水産�

商工�

土木�

小計�

教育�

消防�

小計�

水道�

交通�

その他�

小計�

6�

153�

38�

99�

77�

　�

75�

9�

49�

506�

119�

80�

199�

23�

3�

62�

88�

793�

（834）�

6�

147�

36�

94�

71�

　�

76�

10�

47�

487�

113�

80�

193�

21�

2�

64�

87�

767�

（834）�

0�

△6�

△2�

△5�

△6�

　�

1�

1�

△2�

△19�

△6�

   0�

△6�

△2�

△1�

   2�

△1�

△26�

（   0）�
合　計�

対前年�
増減数�

職員数�

平成17年�平成18年�

給料・報酬月額� 期末手当� 退職手当（4年任期満了時）�

（平成18年4月1日現在）�

（平成18年4月1日現在）�

（各年4月1日現在）�

○支給割合�

　6月期 1.6月分�

 12月期 1.75月分�

　  計  3.35月分�

○役職加算 25％�

市　長�

助　役�

議　長�

副議長�

議　員　�

参与�

部長級�

次長級�

課長級�

課長級（主幹）�

給料月額 × 12/100�

給料月額 × 10/100�

給料月額 ×   8/100�

給料月額 ×   7/100�

給料月額 ×   6/100�

�

給料月額×在職年数×600/100�

給料月額×在職年数×360/100�

　　　　　　ー�

　　　　　　ー�

　　　　　　ー�

区
　
分� 対　馬　市�

対　馬　市�

国の制度�

国の制度�

国の制度�

配偶者�

配偶者を扶養している場合�

配偶者を扶養していない場合�

配偶者がいない場合�

配偶者以外の扶養親族　2人目�

その他の扶養親族�

16歳～22歳の子1人につき（加算）�

支給実績（平成17年度決算）�

1人当たり平均支給年額（平成17年度決算）�

支給実績（平成17年度決算）�

俸給の特別調整額として�
官職に応じ支給�

俸給月額×支給割合�
（8/100～25/100）�

1人当たり平均支給年額（平成17年度決算）�

配偶者以外�
の扶養親族�
1人目�

13,000円�

6,000円�

6,500円�

11,000円�

6,000円�

5,000円�

5,000円�

3,300円�

8,100円�

12,900円�

17,600円�

22,600円�

27,100円�

31,500円�

35,800円�

39,100円�

41,500円�

45,600円�

48,900円�

53,200円�

57,500円�

2,000円�

4,100円�

6,500円�

8,900円�

11,300円�

13,700円�

16,100円�

18,500円�

20,900円�

21,800円�

22,700円�

23,600円�

24,500円�

24,500円�

127,404千円�

256千円�

720,000円�

551,000円�

360,000円�

306,000円�

288,000円�

396千円�

45,972千円�

支給実績（平成17年度決算）�

使用距離（片道）�

  2km以上　～　  5km未満�

  5km以上　～　10km未満�

10km以上　～　15km未満�

15km以上　～　20km未満�

20km以上　～　25km未満�

25km以上　～　30km未満�

30km以上　～　35km未満�

35km以上　～　40km未満�

40km以上　～　45km未満�

45km以上　～　50km未満�

50km以上　～　55km未満�

55km以上　～　60km未満�

60km以上　～　65km未満�

65km以上�

支給月額�

対馬市� 国�

1人当たり平均支給年額（平成17年度決算）�

支給実績（平成17年度決算）�

1人当たり平均支給年額（平成17年度決算）�

○自家用車を利用した場合�

○交通機関を利用した場合は運賃相当額を支給しています。�（　　）は、条例定数の合計です。�

48,939千円�

取得後5年まで2,500円�3,000円�持家居住者�

借家・借間�
居 住 者 �

月額12,000以上の家賃を支払っている�
職員に対し、負担している家賃の額に応�
じた額を支給�
�支給限度額：27,000円�

109千円�

同じ�

同じ�
注  特別職の報酬などは、「対馬市特別職報酬等審議会」の答申を受けて、�
　 「特別職の職員の給与に関する条例」などで定められています。�

125,071千円�

188千円�1人当たり平均支給年額（平成17年度決算）�

87,258千円�

166千円�


